第４号様式（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月○○日

　香 川 県 知 事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　報告者　所在地　○○市▲▲町１２３－４　	Comment by SG19200のC20-3661: 交付申請書の所在地及び団体名と統一してください。
　　  　　　　　　　　団体名　社会福祉法人○○会　　　
（事業所名を記入）
代表者名　理事長　香　川　太　郎	Comment by SG19200のC20-3661: 代表者名の職名を記載するようにしてください。
例：理事長　○○　○○
　　代表取締役　△△　△△　等

令和７年度香川県介護人材確保事業補助金の実績報告について

　令和７年度香川県介護人材確保事業等補助金に関する事業の実績について、次のとおり書類を添付して報告する。

記

１　事業名　介護テクノロジー定着支援事業

　　２　県費補助精算額　　金　例）500,000円	Comment by SG19200のC20-3661: 原則、交付決定額と同額にしてください。

３　事業実績報告書　　別紙１のとおり

４　収支精算書　　　　別紙２のとおり

５　添付書類　　　　　　　　
　（１）当該事業に要した収支が分かるもの
（２）支払いを証明する書類（領収書等）
（３）その他参考となる資料
 






別紙１

事　業　実　績　報　告　書


	１　報告者名
	社会福祉法人○○会（事業所名：）

	２　事業名
	介護テクノロジー定着支援事業

	３　事業実施期間	Comment by SG19200のC20-3661: ・交付申請時に提出された別紙１　事業計画書の「３　事業実施予定期間」と統一してください。　
・別紙１　事業実績報告書における「３　事業実施期間」及び「５　事業実績」の期間を一致させてください。
	令和７年○月　～　令和８年１月

	４　事業実施内容	Comment by SG19200のC20-3661: 貴事業所で実施した事業内容について、具体的に記入してください。
	・実施内容：介護ソフトウェア、タブレット端末等を導入することで、職場環境の改善や人材確保の観点から、喫緊の課題である、介護記録、情報共有、請求業務の効率化を実現し、介護事業所における事務負担軽減や生産性向上につながった。
・導入機器及び対象経費：介護ソフトウェア、タブレット端末、Wi-Fiルーター、保守・サポート費

【介護労働安定センター又は国の研修の受講状況（全事業所必須）】
令和７年○月○日　○○研修を受講

【ケアプランデータ連携システムの活用について（一部事業所必須）】
システム導入時期：
システム連携事業所数：
【LIFEの導入について（原則全事業所必須）】
導入時期：
【生産性向上検討委員会設置状況（一部事業所必須）】
実施時期：
議題：


	５　事業実績	Comment by SG19200のC20-3661: 「３　事業実施期間」と一致する期間を記載してください。
	時期
	内容

	
	令和７年○月
	ＩＣＴ機器の導入

	
	○月
	職員向けの導入研修実施

	
	○月
	利用者等関係者への周知

	
	令和７年○月～令和８年１月
	職員へのフォローアップ研修（定期的）

	
	１月
	効果の検証・成果報告

	
	
	

	６　事業の成果
	※事業計画書（別紙１）の「期待される効果」に記載した内容に基づき、導入後の成果及び効果（客観的な評価指標（数値等）を用いるなど他の介護施設等の参考になる内容）を記載すること。導入後の成果及び効果が見込めていない場合は、今後実施する予定の成果及び効果の検証方法について記載すること。

	７　その他
	特別養護老人ホーム○○に導入	Comment by SG19200のC20-3661: どの事業所に介護テクノロジーを導入したか記載してください。



別紙２
収　支　精　算　書

	申請団体名
	社会福祉法人○○会（事業所名：）

	事業名
	介護テクノロジー定着支援事業




１　収入の部
	区分
	精算額（円）

	県補助金
	500,000

	当該事業による収入
	0

	自己資金
	1,500,000

	寄付金
	0

	その他
	0

	合　計
	2,000,000




２　支出の部（事業に要した経費）	Comment by SG19200のC20-3661: 交付申請の際記入した区分及び金額と必ず一致するように記載してください。
	区分
	金額（円）
	積算根拠
（単価×人数、部数、回数等）を詳細に記入

	介護ソフトウェア
	1,000,000
	介護ソフトウェア一式

	情報端末
	500,000
	タブレット50,000円×10台

	通信環境機器等
	300,000
	Wi-Fiルーター　５台

	保守経費
	200,000
	保守・サポート費

	
	
	

	合計
	2,000,000
	


※支出区分は、別表４の補助対象経費に基づき記載すること。
※団体全体の収支ではなく、当事業に係る経費のみ記載すること。
